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は じ め に 

 

 人口減少、少子高齢化による家族形態の変化、就労の多様化、地域コミュニテ

ィ意識の希薄化など、子ども・子育てを取り巻く環境が大きく変化する中で、子

育てに不安や孤立感を感じる家庭は少なくなく、保育ニーズの多様化も進んで

います。今、国や地域をあげて社会全体で子ども・子育てを支援する新しい支え

合いの仕組みを構築するということが時代の要請、社会の役割となっています。 

 こうした中、本市では、平成17年に次世代育成支援対策推進法に基づく「伊

達市次世代育成支援地域行動計画（後期行動計画）」を策定し、社会全体で子育

てができる環境づくりに向け、子育て中の親だけではなく、若い世代が安心して

子どもを産み、子育てをしたくなるまちづくりを推進してきました。 

 このたび、子ども・子育て関連３法が平成24年８月に成立し、乳児期の学校

教育・保育、地域の子ども・子育て支援に共通の仕組みを定める「子ども・子育

て支援法」にもとづく、子ども・子育て支援新制度により、子ども・子育て支援

のニーズを反映した平成27年度から５年を１期とする「子ども・子育て支援事

業計画」を策定しました。 

 これを機に、第６次伊達市総合計画に沿った「子どもたちが健やかに育ち、安

心して産み育てることができるまちづくり」を基本理念とした施策をさらに推

進してまいります。 

 最後に、この計画策定にあたり、ご尽力いただきました「伊達市次世代育成支

援地域協議会」の委員の皆様はじめ、「子ども・子育て支援事業計画に関するニ

ーズ調査」等にご協力いただきました市民の皆様に心からお礼申し上げます。 

 

平成27年３月 

 

伊達市長 菊 谷 秀 吉 
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   第１章 計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

 近年、少子高齢化・核家族化の進行、経済の低成長、地域の連帯感の希薄化などにより、

子どもや家庭を取り巻く社会環境は大きく変化してきました。  

 このような中、国においては「エンゼルプラン」（平成６年）、「少子化対策推進基本方

針」及び「新エンゼルプラン」（平成11年）などにより、少子化対策を推進してきました。    

しかし、出生率の低下という現象は続いており、１人の女性が生涯に生む子どもの数の

平均値である合計特殊出生率は、平成17年に1.26と過去最低を更新しました。以後、横ば

いもしくは微増傾向が続いていますが、平成24年時点では、1.41と依然低い水準で推移し

ています。このため、子どもを生みたい人が安心して健やかに産み育てることのできる社

会、子育てをする人が子育てに伴う喜びを実感できるような社会を形成していくことが

より必要とされています。  

 こうした少子化の流れを変えるため、平成15年７月には「次世代育成支援対策推進法」

が制定され、この法律に基づき、伊達市では、平成17年３月に法の基本理念である「父母

その他の保護者が子育ての第一義的責任を有するという基本認識の下に、子育ての意義

についての理解が深められ、かつ、子育てに伴う喜びが実感されるよう配慮して行う」を

基本として、子育て支援策を総合的、かつ、計画的に進めるため「伊達市次世代育成支援

行動計画（前期計画）」を策定しました。さらに、平成22年には、前期計画の成果や課題

を踏まえ、平成22年度から平成26年度を計画期間とする「伊達市次世代育成支援行動計画

（後期計画）」を策定し、地域における子育て支援や子どもの心身の健やかな成長に資す

る教育環境の整備などに努めたところです。  

 こうした中、平成24年８月、子ども・子育て関連３法（「子ども・子育て支援法」「就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する

法律」「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律」）が成立し、公布されました。子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援

新制度では「保護者が子育てについての第一義的責任を有する」という基本認識の下に、

幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進することにしていま

す。  

 これまでの次世代育成支援対策の取組みの進捗状況、課題を整理し、子ども・子育て関

連３法に基づき、平成27年４月から始まる子ども・子育て支援新制度を推進するために

「子ども・子育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定するものです。 
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２ 計画の位置づけ 

 本計画は、子ども・子育て支援法第61条第１項に基づき、すべての子どもたちと子育て

家庭を対象に、伊達市が平成27年４月から進めていく子ども・子育て支援事業の目標や方

向性を示したものです。 

 また、本計画は、国の動向や市の現状を踏まえるとともに、これまでの市の取り組みと

の継続性を保ち、同時に様々な分野の取り組みを総合的、一体的に進めるために、既存計

画との整合性も図りながら、地域社会での協働のもと、幼児期の学校教育、児童福祉、母

子保健及びその他子育て支援における環境整備等、次世代育成に関わる施策を推進する

ためのものです。 

【子ども・子育て支援法第61条第１項】 

第61条 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画

（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

３ 計画期間 

 本計画は、子ども・子育て支援法に基づいて定められた基本指針に即して、平成27年度

から平成31年度までの５年を１期とした計画期間とします。 

  なお、本計画は社会・経済情勢の変化や、子どもと家庭を取り巻く状況、保育ニーズ 

の変化に合わせ、計画期間の中間年となる平成29年度に内容の見直しを行っています。 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

平成 

32年度 

平成 

33年度 

平成 

34年度 

平成 

35年度 

平成 

36年度 

伊達市子ども・子育て支援事業計画 

（第１期計画期間） 

     

  中間年

見直し 

 次期計

画策定 （第２期計画期間） 

４ 計画の策定方法 

 本計画は、次世代育成支援対策推進法に基づき作成した伊達市次世代育成支援行動計

画に記載して実施している施策の評価等を行い、本市の教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業等の利用の現状分析と今後の利用希望調査（ニーズ調査）の実施結果を踏まえ

て、総合的に目標設定を行いました。また、計画策定の段階から、伊達市次世代育成支援

地域協議会にて審議を行い、子どもの保護者や事業関係者及び学識経験者などからの意

見も取り入れて計画づくりを進めました。さらに、計画期間の中間年である平成29年度に

は、実績値を踏まえて計画の見直しを行いました。  
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５ ニーズ調査 

（１）目的 

 平成24年度に施行された「子ども・子育て支援法」に基づき、平成27年度から５年を

１期とする「伊達市子ども・子育て支援事業計画」を策定するにあたり、市民の意見を

反映した計画とするための基礎資料を得るために実施しました。 

（２）調査期間 

 子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査は、平成25年12月16日～平成26年１月22日に

かけて実施し、郵送により調査票を配布・回収しました。 

（３）調査対象 

 未就学児童を持つ保護者1,251世帯、市内の放課後児童クラブを利用している児童を

持つ保護者225世帯全世帯を調査対象としました。 

（４）回収結果 

項目 未就学児童用調査 小学生用調査 合  計 

児童数 1,648人 253人 1,901人 

世帯数 1,251世帯 225世帯 1,476世帯 

発送数 1,251件 225件 1,476件 

回収数 585件 111件 696件 

回収率 46.76％ 49.33％ 47.15％ 

※ 平成25年12月１日現在の住民基本台帳及び放課後児童クラブ登録児童を対象としています。１世

帯に調査対象児童が２名以上いる場合は、無作為により１名を抽出し調査対象としています。 
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第２章 子どもと子育て家庭を取り巻く現状 

 

１ 伊達市の人口動態 

（１）総人口と年少人口の推移 

 本市の人口は、国勢調査人口をみると平成７年から平成17年までほぼ横ばいで推移

していますが、平成22年から減少傾向となっています。年少人口（15歳未満）は、平成

７年5,460人が平成27年では3,966人となり、年少人口割合は14.90％から11.33％と減

少傾向で推移し、少子高齢化が顕著に表れています。 

区  分 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 

総 人 口 36,647人 37,139人 37,066人 36,278人 34,995人 

年 少 人 口  5,460人 4,783人 4,615人 4,276人 3,966人 

年少人口割合 14.90％ 12.88％ 12.45％ 11.79％ 11.33％ 

資料：国勢調査人口（各10月１日時点） 

 

 

（２）出生数の推移 

   本市の出生数は、全国的な傾向と同様に平成23年度228人が平成28年度では175人と 

  少子化傾向にあります。特筆すべき点は平成27年度248人と前年度に比べ54人多く、今 

後の保育需要等の一時的な増加が見込まれます。 

年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

出生数 228 人 221 人 215 人 194 人 248 人 175 人 
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4,276
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（３）コーホート変化率法及び実績値を踏まえた推計人口 

 本市の今後の人口をコーホート変化率法で推計すると、総人口は平成22年36,278人

が10年後の平成31年では33,834人と6.74％減少する見込みとなっています。特に年少

人口では、平成22年4,276人が平成31年では3,603人と15.74％減少し総人口の減少率の

2倍以上となっています。なかでも、０～５歳人口は平成22年1,553人が平成31年では

1,171人と24.60％減少し、少子化が加速される推計となっています。 

  

〔コーホート変化率による推計（当初計画）〕 

単位：人、％ 

年齢区分 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 

総 人 口 36,278 35,153 34,866 34,519 34,209 33,834 

年少人口 4,276 3,938 3,855 3,774 3,697 3,603 

年少人口 

割  合 

11.79 11.20 11.06 10.93 10.81 10.65 

０～５歳 1,553 1,306 1,263 1,234 1,206 1,171 

６～14歳 2,723 2,632 2,592 2,540 2,491 2,432 

15歳以上 32,002 31,215 31,011 30,745 30,512 30,231 

※ 平成22年は10月1日実績値（国勢調査）、平成27年度以降は4月1日の人口推計値である 
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・平成22年人口との増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、特に本計画の中核となる年少人口については、今後の教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の需要を的確に把握する必要があることから、計画内容の見直し時（平成29

年度）において出生数の実績と社会的要因を考慮した推計を行いました。 

 その結果、就学前児童の人口は計画当初のコーホート変化率法による推計と同様に減少傾

向にあるものの、当初計画の推計よりも人口減少は緩やかになっています。 

 この計画では、平成30～31年度については、年少人口については下記の推計値を使用する

ものとします。 

 

〔実績値を踏まえた推計（計画見直し時）〕 

※平成30年度以降の計画については、平成27～29年度の実績値を踏まえて修正 

単位：人、％ 

※ 平成22年は10月１日実績値（国勢調査）、平成27～29年は４月１日実績値（住民基本台帳）、平成30

～31年は４月１日の人口推計値である 

※ 15歳以上はコーホート変化率のよる推計を使用 

 

 

 

 

年齢区分 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 

総 人 口 36,278 35,620 35,330 34,871 34,266 33,890 

年少人口 4,276 4,011 3,980 3,874 3,754 3,659 

年少人口 

割  合 

11.79 11.26 11.27 11.11 10.96 10.80 

０～５歳 1,553 1,379 1,376 1,334 1,281 1,241 

６～14歳 2,723 2,632 2,604 2,540 2,473 2,418 

15歳以上 32,002 31,609 31,350 30,997 30,512 30,231 
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・平成22年人口との増減 
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２ 子育て環境の状況 

（１）認可保育所数及び入所希望児童数 

 平成25年４月１日に60人定員の民間認可保育所（虹の橋保育園）が開所し、定員は570

人に増加しましたが、平成26年度に大滝保育所の入所児童数の減少を踏まえ、定員を60

人から30人に変更しているため、平成29年4月現在の定員は540人となっています。また、

入所希望児童数については、３歳以上は、ほぼ横ばいとなっていますが、特に０～１歳

は増加傾向となっています。 

単位：箇所、人 

年度 園数 定員 総数 ０歳 １～２歳 ３歳以上 

平成22年度 ７ 510 543 46 143 354 

平成23年度 ７ 510 539 45 150 344 

平成24年度 ７ 510 571 48 165 358 

平成25年度 ８ 570 572 48 178 346 

平成26年度 ８ 540 591 57 169 365 

平成27年度 ８ 540 591 46 183 362 

平成28年度 ８ 540 590 53 192 345 

※ 各年度３月１日の入所児童数と公式待機児童数を加算した値 

※ 平成26年度に大滝保育所の定員を60名から30名に変更しています。 

 

（２）保育所待機児童数 

 保育所の待機児童数は、平成24年度で約30人と多くなっていましたが、平成25年４月

から民間認可保育所（虹の橋保育園）が開所したことにより平成25年度は減少していま

す。しかし、社会情勢の変化により、３歳未満児の保育需要が高くなってきているため

待機児童の解消には至っていません。 

年度 

国基準
※１

 特定
※２

 合 計 

４月１日 10月１日 ４月１日 10月１日 ４月１日 10月１日 

平成22年度 ０人 １３人 ０人 ３人 ０人 １６人 

平成23年度 ０人 ２３人 １人 ２人 １人 ２５人 

平成24年度 ２９人 ２８人 ２人 １人 ３１人 ２９人 

平成25年度 ２人 ３人 ７人 ８人 ９人 １１人 

平成26年度 １６人 １７人 ３人 １人 １９人 １８人 

平成27年度 ９人 ２１人 ８人 ０人 １７人 ２１人 

平成28年度 ２人 ２９人 １０人 ０人 １２人 ２９人 

※１ 調査日時点において、入所申込が提出されており、入所要件に該当しているが入所していない児童 

※２ 他に入所可能な保育所があるにもかかわらず、特定の保育所を希望し、保護者の私的な理由により

待機している場合 
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（３）放課後児童クラブ利用状況 

 在学児童数は、少子化の影響もあり年々減少傾向にあります。クラブ定員数は、平成

24年度から関内小学校区（第２ほしのこ児童クラブ）、有珠小学校区（うす児童クラブ）

を開設したことにより増加しています。平成25年度に10名減少しているのは、第２うめ

のこ児童クラブと第３うめのこ児童クラブを統合して旧教員住宅に第２うめのこ児童

クラブとして開設したためです。新しい児童クラブが開設したこともありますが、それ

以上に登録児童数は増加傾向にあり、平成25年度では在学児童数の約２割弱の児童が

利用しています。それに伴い児童クラブの充足率も年々上昇傾向にあります。 

 

年度 

在学児童数 

① 

クラブ定員数 

② 

登録児童数 

③ 

クラブ利用率 

③／① 

クラブ充足率 

②／③ 

平成22年度 1,779人 220人 276人 15.51％ 79.71％ 

平成23年度 1,787人 220人 272人 15.22％ 80.88％ 

平成24年度 1,754人 250人 301人 17.16％ 83.06％ 

平成25年度 1,746人 240人 328人 18.79％ 73.17％ 

平成26年度 1,732人 240人 336人 19.40％ 71.43％ 

平成27年度 1,725人 390人 401人 23.25％ 97.26％ 

平成28年度 1,699人 390人 423人 24.90％ 92.20％ 
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３ 子育て支援事業の提供体制と利用状況 

（１）子育て支援事業の提供体制 

 本市内における、平成29年度の子育て支援事業の提供体制は下表のとおり。 

子育て支援サービス事業名 施設数等 定員数（人） 

１ 幼児期の学校教育事業   

 幼稚園 ２施設 ３５５ 

 認定こども園 ０施設 ０ 

２ 幼児期の保育事業   

 認可保育所 ８施設 ５４０ 

 家庭的保育事業 ０施設 ０ 

 居宅訪問型保育事業 ０事業所 ０ 

 事業所内保育所事業 １事業所 ３５ 

 認証・認定の保育所 ０施設 ０ 

 認可外保育施設 １施設 － 

３ 地域の子育て支援事業   

 子育て短期支援事業 １施設 － 

 地域子育て支援拠点事業 ３施設 － 

 一時預かり事業 １施設 ６ 

 病児・病後児保育事業 １施設 ２ 

 ファミリー・サポート・センター事業 ０施設 － 

 放課後児童クラブ ８施設13クラブ ４１５ 

※ 幼稚園の内公立幼稚園（定員90名）は、平成27年３月末で廃園となっています。 

 子育て短期支援事業の定員は、委託先の児童養護施設の空き状況により１日２名程度の受入が可

能となっています。（室蘭市、登別市も同施設に委託しています。） 

 地域子育て支援拠点事業の定員は、３施設とも特に定めていません。 

  



- 12 - 

 

（２）地域子育て拠点事業 

① 施設の概要 

 平成29年度における地域子育て拠点事業は、民間委託により市内３カ所で実施し

ています。「えがお」については、開放事業のほか「えがおルーム」や「遊・ゆうホ

ール」、「年齢別開放」、「えがお遊園地」などの事業も実施しています。 

開設名 運営 開設年月 開放日 開設場所 

えがお 市 平成13年11月 月・木 子育て支援センター「えがお」 

くろーばー 市 平成28年４月 月・水・金 子育て支援センター「くろーばー」

※ふたば保育所に併設 

おひさま 私 平成25年１月 月・火・木 子育て支援センター「おひさま」 

※虹の橋保育園に併設 

 

② 利用状況（平成28年度） 

a 開放事業 

区分 えがお くろーばー おひさま 合 計 

子 ど も 2,000人 1,704人 1,729人 5,433人 

大  人 1,691人 1,268人 1,341人 4,300人 

合 計 3,691人 2,972人 3,070人 9,733人 

開放日数 93日 146日 143日 382日 

一日平均 39.7人 20.4人 21.5人 25.5人 

b その他事業 

区分 えがおルー

ム 

遊・ゆうホール 年齢別開放 絵本の日 制作体験 合 計 

子 ど も 282人 108人 425人 108人 221人 1,144人 

大  人 232人 84人 418人 94人 179人 1,007人 

合 計 514人 192人 843人 202人 400人 2,151人 

開放日数 26日 28日 36日 12日 13日 115日 

一日平均 19.8人 6.9人 23.4人 16.8人 30.8人 18.7人 

※ 「制作体験」は、すべての子育て支援センターで実施しています。それ以外は「えがお」の事業

となっています。このほか「あそびのクラス」、「子育て応援」、「えがお遊園地」、「えがお運動会」、

「人形劇鑑賞会」や各種講座を実施しています。 

c 育児相談事業 

区分 えがお くろーばー おひさま 合 計 

生活習慣 39件 8件 19件 66件 

発育・発達 15件 12件 11件 38件 

医学的問題 4件 1件 6件 11件 

生 活 環 境 13件 4件 4件 21件 

育児の方法 18件 2件 0件 20件 

そ の 他 61件 3件 41件 105件 

合 計 150件 30件 81件 261件 
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４ 子育てに関する意識の現状（子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査結果） 

 

（１）子育てを主に行っている人 

 「子育て（教育を含む）を主に行っている人」については、「父母ともに行ってい

る」世帯は約65％と過半数を占めているとともに、「主に母親が行っている」を含め

ると約99％となっており、母親の割合が高くなっているのがわかります。 

 

注１）小学生のデータは、放課後児童クラブ利用世帯のデータです 

注２）その他には「主に父親」「主に祖父母」「その他・無回答」が含まれます 

 

（２）子育てに日常的に関わっている方（施設） 

 就学前子どもの保護者世帯からの回答をみると、「父母ともに」と回答した世帯が

約68％と最も高くなっており、母親と回答した世帯が約31％と次いで高くなっていま

す。また、施設では幼稚園・保育所がともに20％以上となっており、あわせると約半

数の世帯が幼稚園か保育所に関わっていることがわかります。（複数回答可） 

 

 

63.1%

64.4%

36.0%

34.4%

0.9%

1.2%

0% 25% 50% 75% 100%

小学生

就学前

父母ともに 主に母親 その他

68.0%

30.8%

3.3%

30.3%

23.8%

26.7%

2.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

その他
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（３）子育てに最も影響すると思われる環境 

 就学前子どもの保護者世帯では「子育て（教育を含む）に最も影響すると思われる

環境」については、「家庭」と考えている世帯が最も多く約94％となっており、次い

で「保育所」約35％、「幼稚園」32％となっています。その他の意見では、子育て支

援センター、託児所、祖父母等の親族等がありました。（複数回答可） 

 

 

（４）お子さんをみてもらえる親族・知人はいるか 

 就学前子どもの保護者世帯の約85％が「日常的、または緊急時に親族、友人・知人に

お子さんをみてもらえる」と答えていますが、約12％の世帯では、「いずれもいない」

と答えています。（複数回答可） 

 

  

93.7%

34.2%

31.6%

14.5%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家庭

保育所

幼稚園

地域

その他

35.56%

53.16%

3.08%

13.16%

12.14%

3.08%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日常的に親族

緊急時に親族

日常的に友人・知人

緊急時に友人・知人

いずれもいない

無回答
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（５）子育てをする上で相談できる人、場所 

 お子さんの子育てをする上で、「気軽に相談できる人はいますか、また、相談できる

場所はありますか」との設問に対して約90％の世帯では「いる／ある」と回答しました

が、約３％の世帯では「いない／ない」との回答でした。 

 

（６）子育てに関して気軽に相談できる人、場所 

 上記の設問に「いる／ある」と回答した世帯で、その相談できる先について最も高い

比率だったのは、「祖父母等の親族」で約85％、次に高い比率は「友人や知人」との回

答でした。また、幼稚園教諭や保育士、子育て支援施設もそれぞれ約20％となっていま

した。（複数回答可） 

 

  

90.9%

3.1%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

いる／ある いない／ない 無回答

84.6%

74.3%

7.3%

18.6%

10.9%

20.9%

22.0%

0.0%

9.2%

0.6%

1.7%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

子育て関連担当窓口

その他

無回答
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（７）年間を通じて平日に利用する教育・保育事業 

 年間を通じて平日に利用する教育・保育事業で最も多いのは「認可保育所」で約30％

となり、次いで多いのが「幼稚園」の約29％となっています。また、幼稚園利用世帯の

約22％の世帯では「幼稚園の預かり保育」を利用していることがわかります。 

 

（８）年間を通じて平日に定期的に利用したい事業 

 定期的に利用したい事業で最も多いのは「幼稚園」で約56％、次いで多いのは「認可

保育所」で約48％となっています。現在、伊達市には設置されていませんが「認定こど

も園」を約16％の世帯が希望していることがわかります。（複数回答可） 

 

  

28.7%

6.3%

29.7%

0.3%

1.7%

0.5%

1.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

幼稚園

幼稚園預かり保育

認可保育所

家庭的保育所

事業所内保育施設

認可外保育所

その他

56.2%

24.1%

47.9%

16.2%

4.3%

2.4%

5.6%

1.0%

2.2%

5.5%

1.2%

3.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

幼稚園

幼稚園預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

認可外保育施設

居宅訪問型保育事業

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ

その他

無回答
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 基本理念 

 本市では、平成17年に「次世代育成支援地域行動計画」を、平成22年に「次世代育成支

援地域行動計画（後期行動計画）」を策定し、その基本理念を「緑と太陽にあふれ 親子

が生きいきと輝くまちづくり」とし、計画を推進しました。子どもは、将来の伊達市を担

う大切な宝であり、将来の夢という理念は普遍的なものであります。また、父母その他の

保護者が子育ての第一義的責任を有するという基本認識の下に、家庭その他の場におい

て、子育ての意義について理解が深められ、かつ、子育て家庭や地域において子育てに伴

う喜びが実感されるよう配慮していかなければなりません。 

 このため、これまでの基本理念を踏襲しつつ、第６次伊達市総合計画に沿った「子ど

もたちが健やかに育ち、安心して産み育てることができるまちづくり」を基本

理念としてこの計画を推進していきます。 

 

２ 基本方針 

 全ての子どもたちが健やかに、伸びやかに育つことができ、親も子育ての喜びを感じる

ことができる社会の実現を目指し、多様な子育て支援サービスや保育サービスを提供す

るとともに、幼児教育を推進します。 

 また、子どもたちが様々な人と出会い、ふれあうことのできる多世代・異年齢交流を推

進し、社会全体で子どもたちと親の育ちを支え、安心して出産・子育てができるまちづく

りを進めます。 
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第４章 施策の展開 

 

１ 新制度の全体像 

 子ども・子育て支援新制度は、すべての子どもたちの健やかな成長を保障することを主

眼とし、幼児教育・保育の量的拡大や質の向上、地域の子ども・子育て支援の充実などを

進めていくものです。 

 

２ 新制度の事業体系 

 幼児期の学校教育と、保育の必要性のある子供への保育について、幼稚園・保育所・認

定こども園・小規模保育等の施設を利用した場合に給付対象となります。 

 給付費が確実に子育て支援に使われるようにするため、保護者への直接的な給付では

なく、各施設等が代理で給付を受け、保護者は施設からサービスを受ける仕組み（法定代

理受領）となります。給付は「施設型給付」と「地域型保育給付」に分かれます。 

 

（１）子どものための教育・保育給付 

ア 施設型給付 

 施設型給付の対象事業は、「認定こども園」、「幼稚園」、「認可保育所」等の教育・

保育施設です。市町村が事業者に対して施設型給付費を支給することになります。 

 ただし、施設型給付は、次の２つの給付構成が基本となっています。 

① 満３歳以上児に対する標準的な教育時間及び保護者の就労時間等に応じた保育

に対応する給付 

② 満３歳未満児の保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付 

イ 地域型保育給付 

 新制度では、定員が19人以下の保育事業について、市町村による認可事業（地域型

保育事業）として、地域型保育給付の対象となります。 

 地域型保育給付の対象事業は、「小規模保育事業」、「家庭的保育事業」、「居宅訪問

型保育事業」、「事業所内保育事業」の４種類から構成されます。 

地域型保育事業の構成 
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（２）地域子ども・子育て支援事業 

 地域子ども・子育て支援事業は、市町村が地域の子ども・子育て家庭の実情に応じて

実施する事業です。本市では、独自の施策も合わせて展開し、地域子ども・子育て支援

事業として地域の課題解決のために必要なサービスを整備していきます。 

 

（３）保育の必要性の認定について 

 子ども・子育て支援法では、保護者の申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保

育の必要性を認定したうえで給付する仕組みとなっています。 

ア 認定区分 

 認定は、次の１～３号の区分で行われます。 

認定区分 対象者 対象施設 

１号認定 

満３歳以上の学校教育のみの就学前の子ども 

（保育の必要性なし） 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 

満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就

学前の子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

３号認定 

満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就

学前の子ども（保育を必要とする子ども） 

保育所 

認定こども園 

特定地域型保育事業 

 

イ 認定基準 

 保育の必要性の認定（２号、３号の保育の必要性の認定を受ける子ども）にあって

は、以下の３点について基準を策定します。 

事  由 

①就労 

フルタイムのほか、パートタイムなどの就労 

②就労以外の事由 

妊娠中又は出産後、保護者の疾病・障がい、親族の介護、災害復旧、

求職活動、就学、児童虐待、ＤＶ等、またそれらに類するものとし

て市長が認める事由 

区  分 

①保育標準時間（主にフルタイムの就労を想定した長時間利用） 

１日11時間までの保育利用 

②保育短時間（主にパートタイムの就労を想定した短時間利用） 

１日８時間までの保育利用 

※ 就労の下限時間は１月において64時間以上の労働とします 

優先利用 

 ひとり親家庭、児童虐待又は保護者がＤＶを受ける恐れがあるケー

スの子ども、保育所で勤務する保育士等の子ども等 
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３ 教育・保育提供区域の設定 

 子ども・子育て支援法に基づく国の基本指針では、「市町村は、地理的条件、人口、

交通事情その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するた

めの施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、地域の実情に応じて、保護者

や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域（以下「教育・保育提供区域」と

いう。）を定める必要がある。」としています。 

 本市においては、旧大滝村との飛び地合併により大滝区を設定していますが、教育・

保育提供区域ごとに定める必要定員総数が今後の施設・事業整備量の指標となること、

人口規模の相違や出生数の推移、人口の変動を考慮し、一体的な施設・事業整備が必要

と判断し、行政区１圏域を教育・保育提供区域と設定します。 

 

４ 施設型給付（法定給付） 

（１）幼稚園 

 学校教育法に基づく教育機関で、保護者の就労状況にかかわらず３歳から入園でき

ます。預かり保育を行っている園もあります。 

区 分 

推 計 値（各年度４月１日時点） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

３１９人 

(３３７人) 

３１０人 

(３１５人)

３０２人 

(３１４人) 

１０３人 １０９人 

②確保提供総数 

（定員数） 

３５５人 

(３５５人) 

３５５人 

(３５５人)

３５５人 

(３５５人) 

１４０人 １４０人 

差引（②－①） 

３６人 

(１８人) 

４５人 

(４０人)

５３人 

(４１人) 

３７人 ３１人 

※平成27～29年度の（ ）書きは実績値 

【現状と今後の方向性】 

 平成29年４月現在、本市には私立２園の幼稚園があり、うち１園は、平成30年度に

幼稚園型認定こども園への移行を予定しています。また、残り１園については、今後、

施設給付型の幼稚園や認定こども園への移行を予定しています。 

 今後の利用者推計総数の推移をみると、少子化の影響から減少傾向に向かってお

り、確保提供総数を大幅に下回る見込みとなっています。また、「子ども・子育て支

援事業計画ニーズ調査」では、障がいを持っている児童の受入を希望する保護者が多

いことから、障がい児の受入について、事業者と協議を進め受入体制の強化を検討す

る必要があります。 

○ 障がい児受入体制強化を検討する 

○ 保護者ニーズを的確に捉え、園児の確保に努める 



- 21 - 

 

（２）認可保育所等 

 保護者の就労や病気などで、家庭で子どもをみることができない場合に、保護者の代

わりに保育する施設です。前出のとおり、平成27年度の出生数がこれまでの減少傾向と

は異なり、前年度比で54人多いことから、平成27年度生まれの児童の一時的な保育需要

への対応が必要となります。 

 また、特に０歳児、１歳児は年度途中の入所希望により、年度末には保育需要が増加

する傾向にあるため、年度当初と年度末の利用者推計総数と確保提供総数を下記のと

おり設定します。 

【年度当初】 

区 分 

推 計 値（各年度４月１日時点） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

570人 

(574人) 

551人 

(551人) 

539人 

(567人) 

527人 

 

511人 

 

 

2号認定 

321人 

(368人) 

311人 

(343人) 

303人 

(346人) 

319人 

 

335人 

 

3号認定(0歳) 

59人 

(23人) 

57人 

(24人) 

56人 

(23人) 

23人 

 

23人 

 

3号認定(1・2歳) 

190人 

(181人) 

183人 

(184人) 

180人 

(198人) 

185人 

 

153人 

 

②確保提供総数 

（定員数） 

540人 

(555人) 

540人 

（539人) 

540人 

（544人) 

600人 570人 

 

2号認定 

327人 

(364人) 

327人 

(343人) 

327人 

(337人) 

353人 335人 

3号認定(0歳) 

41人 

(21人) 

41人 

(22人) 

41人 

(22人) 

52人 53人 

3号認定(1・2歳) 

172人 

(170人) 

172人 

(174人) 

172人 

(185人) 

195人 182人 

差引（②－①） 

△30人 

(△17人) 

△11人 

(△12人) 

１人 

(△23人) 

60人 

 

59人 

 

 

2号認定 

６人 

(△4人) 

16人 

(0人) 

24人 

（△9人) 

34人 

 

0人 

 

3号認定(0歳) 

△18人 

（△2人) 

△16人 

(△2人) 

△15人 

（△1人) 

29人 

 

30人 

 

3号認定(1・2歳) 

△18人 

(△11人) 

△11人 

(△10人) 

△８人 

（△13人) 

10人 

 

29人 

 

※ 平成27～29年度の①利用者推計総数の（ ）書きは支給認定の実績値（育児休業明け待機を除き、 

 私的理由による待機の児童を含む） 

※ 平成27～29年度の②確保提供総数の（ ）書きは定員の弾力的運用等を行い、実際に入所した児数 
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【年度末】 

区 分 

推 計 値（各年度３月31日時点） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

599人 599人 587人 567人 551人 

 2号認定 364人 342人 332人 320人 335人 

3号認定(0歳) 49人 65人 49人 52人 53人 

3号認定(1・2歳) 186人 192人 206人 195人 163人 

②確保提供総数 

（定員数） 

565人 554人 540人 600人 570人 

 2号認定 360人 342人 327人 353人 335人 

3号認定(0歳) 34人 35人 41人 52人 53人 

3号認定(1・2歳) 171人 177人 172人 195人 182人 

差引（②－①） △34人 △45人 △48人 33人 19人 

 2号認定 △4人 0人 △ 6人 33人 0人 

3号認定(0歳) △15人 △30人 △ 8人 0人 0人 

3号認定(1・2歳) △15人 △15人 △34人 0人 19人 

※ 平成27～28年度の①利用者推計総数は支給認定の実績値（育児休業明け待機を除き、私的理由に 

よる待機の児童を含む） 

※ 平成27～28年度の②確保提供総数は定員の弾力的運用等を行い、実際に入所した児童数 

 

【現状と今後の方向性】 

 現在、待機児童が発生している状況が数年継続していますが、今後の認可保育所を

希望する児童数は、平成27年度をピークに少子化の影響から減少すると見込まれ、公

立のひまわり保育所の定員増とも相まって、平成30年度には総定員数を下回ると予

想されてます。しかし、社会情勢の変化、女性就業率の上昇から３号認定の児童、特

に０・１歳児については保育需要の増加が見込まれます。平成30年度に開所するひま

わり保育所の定員増により待機児童は解消される見込みとなっていますが、今後の

動向を注意深く見守り、適切に対応することが必要です。年度別の事業計画について

は、「伊達市認可保育所等再編計画（改訂版）計画期間：平成27年度～平成31年度」

を作成し、実施していくこととなります。 

○ 待機児童解消に努める 

○ 伊達市認可保育所等再編計画（改訂版）にて年度別事業計画を策定する 

 

 

（３）認定こども園 

 幼稚園と認可保育所が併設され、地域における子育て支援機能を備えた施設で、平成

29年４月現在において、市内での設置はありません。 
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【現状と今後の方向性】 

  私立幼稚園のうち１園が平成30年度に幼稚園型認定こども園に移行する予定です。

また、その定員について、幼稚園部分はこれまでの215人から200人に減員するものの、

保育所部分は、現在、施設を利用している保護者からの聴き取りにより、保育が必要

と認められる15人程度の定員とする予定です。また、残る１園についても、今後、施

設給付型の幼稚園や認定こども園への移行を検討する予定していることから、事業

者の申請に基づき、関係機関等と協議・検討を行うこととします。 

○ 事業者の申請に基づき設置について協議・検討する 

 

５ 地域型保育給付（法定給付） 

（１）小規模保育事業 

 保育を目的とした小規模な施設で少人数を対象に家庭的保育に近い雰囲気のもとき

め細かな保育を行う事業です。現在、市内に地域型保育給付を受けて小規模保育事業を

提供する事業者の要望はありません。今後、需要の状況に応じ事業者からの申請があっ

た場合、設置について検討します。 

○ 需要の状況に応じ、事業者の申請に基づき設置について検討する 

 

（２）家庭的保育事業 

 保育者の居宅などで家庭的な雰囲気のもと、少人数を対象にきめ細かな保育を行う

事業です。現在、市内に地域型保育給付を受けて家庭的保育事業を提供する事業者の要

望はありません。今後、需要の状況に応じ事業者からの申請があった場合、設置につい

て検討します。 

○ 需要の状況に応じ、事業者の申請に基づき設置について検討する 

区 分 

推 計 値（各年度４月１日時点） 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

－ － － 197人 205人 

 1号認定 － － － 183人 191人 

2号認定 － － － 14人 14人 

②確保提供総数 

（定員数） 

－ － － 215人 215人 

 1号認定 － － － 200人 200人 

2号認定 － － － 15人 15人 

差引（②－①） － － － 18人 10人 

 1号認定 － － － 17人 9人 

2号認定 － － － 1人 1人 
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（３）事業所内保育事業 

 会社の事業所の保育施設などで、従業員等の子どもと地域の子どもを一緒に保育を

行う事業です。現在、市内に地域型保育給付を受けて事業所内保育事業を提供する事業

者の要望はありません。今後、需要の状況に応じ事業者からの申請があった場合、設置

について検討します。 

・保育型（利用定員20人以上）  ・小規模型（利用定員19人以下） 

○ 需要の状況に応じ、事業者の申請に基づき設置について検討する 

 

（４）居宅訪問型保育事業 

 子どもの居宅で、障がい、疾病などで個別のケアが必要な場合等に１対１で保育を行

う事業です。現在、市内に地域型保育給付を受けて居宅訪問型保育事業を提供する事業

者の要望はありません。今後、需要の状況に応じ事業者からの申請があった場合、設置

について検討します。 

○ 需要の状況に応じ、事業者の申請に基づき設置について検討する 

 

  



- 25 - 

 

６ 地域子育て支援拠点事業 

（１）地域子育て支援拠点事業 

 乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

■子育て支援センター 

一般型  ３カ所 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

3,151人 

（5,511人) 

3,033人 

（5,433人) 

5,299人 5,089人 4,930人 

②確保提供総数 

5,030人 

（5,030人) 

5,030人 

（5,030人) 

5,030人 5,030人 5,030人 

差引（②－①） 

1,879人 

（△481人) 

1,997人 

（△403人) 

△269人 △59人 100人 

※ 確保提供総数にカウントしているのはセンター施設の開放事業分となっている。また、同一世帯

が午前午後を通して利用した場合の人数としている。 

※ 平成27・28年度の（ ）書きは実績値 

※ ①利用者推計総数は午前のみ・午後のみ・午前午後を通して利用した者が混在している。 

 

【現状と今後の方向性】 

 市内の施設は、平成28年度に市直営施設２ヶ所を民間委託したことから、現在は民

間委託により３ヶ所で実施しています。平成27・28年度の実績を見ると利用者推計総

数が確保提供総数を超えていますが、午前のみ・午後のみ・午前午後通して利用した

者が混在しており、実際には更に利用者数は増加しても対応可能となっています。こ

のため、新規に開設する必要性はありませんが、今後については、保護者の育児スト

レスの解消や乳児虐待の未然防止、早期発見など新たなニーズにも柔軟に対応でき

るよう施設機能のより一層の充実をはかります。 

○ 市直営施設を民間事業者に委託し、施設機能のより一層の充実を図る 
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７ 訪問系事業 

（１）乳児家庭全戸訪問事業 

 生後４か月までの乳幼児のいる家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身の状況な

らびに養育環境の把握を行い、子育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な

家庭に対して適切なサービスの提供に結び付ける事業です。 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

１９３人 

(２２２人) 

１８５人 

(１９４人) 

１７２人 １７５人 １７１人 

②確保提供総数 

１９３人 

(２２２人) 

１８５人 

(１９４人) 

１７２人 １７５人 １７１人 

差引（②－①） 

０人 

（０人) 

０人 

（０人) 

０人 ０人 ０人 

※平成27・28年度の（ ）書きは実績値 

【現状と今後の方向性】 

 訪問は健康推進課職員（保健師）が実施しています。少子化、核家族化により孤立

し、祖父母や近隣住民からの援助もない中で子育てをしていく保護者が不安に陥ら

ないよう安心して子育てができるよう必要な助言を行うために、今後も乳児家庭全

戸訪問を実施していきます。 

○ 今後も乳児家庭全戸訪問を実施する 
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８ 通所系事業 

（１）子育て短期支援事業 

 児童を養育している保護者が、病気や出張などの「社会的理由」によって、家庭にお

いて養育を受けることが一時的に困難になった児童について、必要な保護を行う事業

です。 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

１０人 

(０人) 

１０人 

(０人) 

１０人 ９人 ９人 

②確保提供総数 ７２６人 

(７２６人) 

７２６人 

(７２６人) 

７２６人 ７２６人 ７２６人 

差引（②－①） ７１６人 

(７２６人) 

７１６人 

(７２６人) 

７１６人 ７１７人 ７１７人 

※ 室蘭市に設置している児童養護施設（社会福祉法人）に委託し、年末年始の３日間を除き毎日実

施しており、室蘭市、登別市も同事業を委託しています。施設の空き状況にもよりますが、３市で

１日２名程度の受入が可能となっています。 

※ 平成27・28年度の（ ）書きは実績値 

【現状と今後の方向性】 

 ３市（伊達市、室蘭市、登別市）が室蘭市内にある「わかすぎ学園」に委託してい

ます。一時的に家庭内で養育できなくなった時に、原則７日間を限度として入所する

ことができます。 

 現在、委託先との契約内容で、ニーズに対する対応が可能であるため、引続き委託

により事業を継続していきます。 

○ 引き続き「わかすぎ学園」に委託し事業を継続する 

 

（２）一時預かり事業 

 幼稚園において、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに、保護者の要請に応

じて希望する児童を対象に実施する事業です。また、認可保育所に通所していない児童

の保護者の就労や、疾病・入院、災害・事故、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消

のため、一時的に保育所などで保育を行う事業です。 
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区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

6,037人 

(9,499人) 

5,835人 

（8,887人) 

8,902人 8,549人 8,282人 

②確保提供総数 

19,458人 

(19,458人) 

19,458人 

(19,458人) 

19,458人 19,458人 19,458人 

 私立幼稚園等 

18,000人 

(18,000人) 

18,000人 

(18,000人) 

18,000人 18,000人 18,000人 

 虹の橋保育園 

1,458人 

(1,458人) 

1,458人 

(1,458人) 

1,458人 1,458人 1,458人 

差引（②－①） 

13,421人 

(9,959人) 

13,623人 

(10,571人) 

10,556人 10,909人 11,176人 

 

【現状と今後の方向性】 

 現在、市内の私立幼稚園２園においては、通園児童を対象に保護者の要請を受け早

朝預かりや所定の教育終了後の預かり保育を実施しています。また、認可保育所に入

所していない児童を対象に、私立保育所１カ所で１日定員６名の一時預かり保育事

業も実施しています。 

 利用者総数が当初の推計よりも多いものの、確保提供総数は十分満たしているこ

とから、今後も引き続き一時預かり事業を継続していくとともに、認可保育所に入所

していない児童についても需要の状況を勘案しながら実施保育所の検討をしていき

ます。 

○ 幼稚園における一時預かり事業を継続する 

○ 認可保育所に入所していない児童の需要を勘案し実施保育所の検討をする 

 

（３）病児病後児保育事業 

 保育所や幼稚園等に通っている児童が病気又は病気回復期のため、集団生活が困難

な場合に一時的に預かる事業です。 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

1,033人 

(371人) 

999人 

(246人) 

287人 278人 269人 

②確保提供総数 

（定員数） 

486人 

[729人] 

486人 

[729人] 

486人 

[729人] 

486人 

[729人] 

486人 

[729人]

差引（②－①） 

△547人 

[△304人] 

（115人) 

([358人]) 

△513人 

[△270人] 

（240人) 

([483人]) 

199人 

[442人] 

208人 

[451人] 

217人 

[460人]

※ 定員数は２人ですが３人まで最大受入可能なため[ ]内は３人で算定しています。 

※ 平成 27・28 年度の（ ）書きは実績値 

※ 平成 27・28 年度（ ）書きは実績値 
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【現状と今後の方向性】 

 現在、市内で病児保育事業を実施している事業者は、小児科に併設している施設１

カ所となっています。１日定員は２人（最大３人）となっているため、ニーズに基づ

く利用者推計総数を大幅に下回っている状況となっていますが、平成21年度から平

成25年度までの利用実績の平均は約250人となっています。また、平成27・28年度の

利用者総数においても確保提供総数は十分満たしています。インフルエンザやノロ

ウィルスによる急性胃腸炎など集団感染した時には対応は困難な状況ですが、平常

時は現状の定員で対応することは可能と思われます。しかし、病後児保育のニーズも

高いと推測されることから、今後の利用実績を注視しながら、必要性が高いと判断し

た時は、医療機関や保育実施事業者と開設に向けて検討します。 

○ 過去の利用実績から現状の定員数で対応可能と推測される 

○ 今後の利用実績や病後児保育等の要望状況を注視しながら、必要性が高い場

合は、開設に向け関係機関と検討する 

 

（４）延長保育事業 

 就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、通常保育を延長した保育を行う

事業です。 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

１３８人 

(８６人) 

１３４人 

(１１６人) 

１５５人 １４９人 １３１人 

②確保提供総数 

（定員数） 

２１０人 

(２１０人) 

２１０人 

(２１０人) 

３３０人 ３３０人 ３００人 

差引（②－①） 

７２人 

(２１０人) 

７６人 

(２０７人) 

１７５人 １８１人 １６９人 

※ 平成 27・28 年度の（ ）書きは実績値で、①利用者推計総数は１日平均利用人数   

 

【現状と今後の方向性】 

 平成29年４月現在、私立認可保育所４カ所において１時間延長保育を実施してい

ます。利用者推計総数が確保提供総数を下回っていることから、既存の保育施設でニ

ーズの確保は可能です。 

 しかし、利用希望は少ないものの７時以前からの利用や20時以降までの利用を希

望する世帯もあり、就労形態の多様化から時間外保育に対するニーズは高まること

が予想されますので、今後利用者のニーズを注視しながら２時間延長保育の実施に

ついて検討します。 

○ 既存の保育施設でニーズの確保が可能である 

○ ２時間延長保育の実施について利用者のニーズを注視しながら検討する 
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（５）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 就労等により保護者が昼間家庭にいない小学校の児童を対象に、適切な遊び及び生

活の場を提供する事業です。 

区 分 

推 計 値 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

①利用者推計総数 

（量の見込み） 

４７１人 

(４０１人) 

４７０人 

(４２３人) 

４４９人 ４１８人 ３９４人 

 低学年 ３０４人 

(３４３人) 

３０４人 

(３３９人) 

３２８人 ３０２人 ２８６人 

 高学年 １６７人 

(５８人) 

１６６人 

(８４人) 

１２１人 １１６人 １０８人 

確保提供総数      

 ②定員数 ３７５人 ３７５人 ４１５人 ４１５人 ４１５人 

 ③利用可能数※ ４９７人 ４９７人 ５５５人 ５５５人 ５５５人 

差引 

②－① △９６人

(△２６人) 

△９５人 

(△４８人) 

△３４人 △３人 ２１人 

③－① ２６人 

(９６人) 

２７人 

(７４人) 

１０６人 １３７人 １６１人 

※ 利用可能数は、各児童クラブにおける生活スペースの面積を1.65㎡で除した整数値の合計である。 

※ 平成27・28年度の①利用者推計総数の（ ）書きは実績値 

 

【現状と今後の方向性】 

 計画策定時は、市内では８施設10クラブを定員240人（利用可能数410人）で実施し

ています。入所対象児童は、小学校３年生（小規模校は４年生）までとしていますが、

一部の放課後児童クラブでは待機が発生している状況となっています。平成27年度

からは小学校６年生までを入所対象児童とするため、今後は、定員の見直しや施設整

備を実施し、待機児童解消に向けての取組が必要になってきます。年度別の事業計画

については、「伊達市放課後児童クラブ再編計画 計画期間：平成27年度～平成31年

度」を作成し実施していくこととなります。 

○ 入所対象が小学校6年生まで拡大されることに伴う待機児童解消に努める 

○ 伊達市放課後児童クラブ再編計画にて年度別事業計画を策定する 

※ ほしのこ児童クラブは平成26年度に伊達西小学校近隣地に新築し、うめのこ児童クラブは民 

 間施設を借り上げ新たに２クラブ開設、また、第２うめのこ児童クラブを休止したため、平成 

27年度の定員は375人になります。 

※ 平成29年度に定員40人の第３やまびこ児童クラブを開設したことから、平成29年度の定員は 

415人になります。 
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９ その他事業 

（１）ファミリー・サポート・センター事業 

 育児の援助を依頼したい人と協力したい人が会員となって一時的、臨時的に有償で

子どもを自宅で預かる相互援助活動組織で、依頼会員はおおむね小学校６年生までの

子どもを持つ保護者です。 

○ 現在、市内にはファミリー・サポート・センターの組織はありません 

○ 他市での実施状況を調査し、市内のニーズを注視しながら、必要が生じたとき

はファミリー・サポート・センターの組織化を検討する 
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第５章 計画の推進体制 

 

１ 計画の推進 

 本計画では、乳児期の学校教育・保育、地域の子育て支援事業の量の見込み、提供体制

の確保の内容及びその時期などを定めました。計画の推進にあたっては、保育・教育事業

に対する市民のニーズに応えていくため、必要なサービスの量の確保・拡大と多様化も含

む質の向上の実現を目指していきます。 

 このため、市内関係機関と連携して横断的な施策に取り組むとともに、保育所・幼稚園

など子ども・子育て支援事業者、学校、市民などの多くの方の意見を取り入れながら取り

組みを広げていきます。 

 

２ 計画の進行管理 

 本計画を実行性のあるものとして推進するためには、計画に基づく施策の進捗状況と

ともに、計画全体の成果を検証することが重要です。 

 このため、「伊達市子ども・子育て会議」において、その進捗状況を確認・評価してい

きます。 

 また、施策の実施にあたっては、柔軟で総合的な取り組みが必要であることから、検証

した結果に基づき、必要に応じ改善を図るため、各年度、施策の見直しを行い、計画を修

正していきます。 
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資 料 編 

 

 

１ 策定経過 

 計画策定にあたり、広く市民からの意見を聴き、計画に反映させるため「伊達市次世代

育成支援地域協議会」において、計画案の審議検討を行いました。 

 計画策定の基礎データを得るため、就学前、放課後児童クラブ利用児童の保護者を対象

に「伊達市子ども・子育て支援事業計画ニーズ調査」を行いました。 

 

○平成25年度 

年 月 日 会議名等 備    考 

平成25年10月29日 第１回次世代育成支援地域協議会 支援事業計画について 

平成25年11月13日 第２回次世代育成支援地域協議会 

ニーズ調査票の内容決定

等について 

平成25年12月16日 

～ 

平成26年１月22日 

子ども・子育て支援事業計画ニーズ

調査 

 

平成26年３月18日 第３回次世代育成支援地域協議会 

ニーズ調査結果の報告等

について 

 

○平成26年度 

年 月 日 会議名等 備    考 

平成26年６月25日 第１回次世代育成支援地域協議会 

事業量の見込み・確保方

策について 

平成26年８月８日 第２回次世代育成支援地域協議会 

支援新制度制定に関する

条例の制定について 

平成26年10月30日 第３回次世代育成支援地域協議会 支援事業計画について 

平成27年１月19日 

～ 

平成27年２月18日 

市民意見の公募 

（パブリックコメントの実施） 

 

平成27年３月20日 第４回次世代育成支援地域協議会 支援事業計画について 
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２ 伊達市次世代育成支援地域協議会 

（１）伊達市次世代育成支援地域協議会設置要綱 

 

伊達市次世代育成支援地域協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 伊達市次世代育成支援後期行動計画及びその他児童福祉施策に関する計画（以下

「計画」という。）の策定及び推進にあたり、広く市民から意見を聴き、必要となるべき

措置について協議するため伊達市次世代育成支援地域協議会（以下「協議会」という。）

を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 計画策定に係る提言に関すること。 

(2) 計画の進行管理に関すること。 

(3) その他計画策定及び推進のために必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員10名以内をもって組織し、委員に次の掲げる者のうちから市長が委

嘱する。 

(1) 福祉関係者 

(2) 教育関係者 

(3) 労働関係者 

(4) その他市長が適当と認める者  

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場

合における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により決定する。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長不在のときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会は、会長がこれを招集し、議長となる。 

２ 会長は必要に応じ、関係職員の出席を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、福祉部児童家庭課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるものほか、協議会の運営に関し必要な事項は別に定める。 
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附 則 

 この要綱は、平成21年５月18日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成21年11月12日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成23年12月21日から施行する。 

 

（２）委員名簿 

 推薦団体等 氏  名 備    考 

会 長 保育所（福祉関係） 

大

オオ

 越

コシ

 郁

イク

 夫

オ

 

伊達保育所長 

副会長 伊達商工会議所 

片

カタ

 桐

ギリ

 崇

タカ

 意

ヨシ

 

伊達商工会議所業務

推進課長 

委 員 伊達市民生委員児童委員協議会 

鳴

ナル

 海

ミ

 摩

マ

里子

リ コ

 

主任児童委員 

〃 室蘭公共職業安定所 

山

ヤマ

 下

シタ

 和

カズ

 幸

ユキ

 

室蘭公共職業安定所

伊達分室主任 

〃 幼稚園（教育関係） 

小

オ

 倉

グラ

   拓

タク

 

京王幼稚園理事長 

〃 伊達市校長会 

佐

サ

 藤

トウ

 彰

アキ

 芳

ヨシ

 

伊達市校長会事務局

長 

〃 伊達市ＰＴＡ連合会 

辻

ツジ

 浦

ウラ

 尚

タカ

 浩

ヒロ

 

伊達市ＰＴＡ連合会

副会長 

〃 伊達肢体不自由児者父母の会 

星

ホシ

   香

カオ

 里

リ

 

 

〃 連合北海道伊達地区連合会 

佐

サ

 野

ノ

 真

シン

 三

ゾウ

 

連合北海道伊達地区

連合会長 

〃 公募（人材バンク） 

岩

イワ

 花

ハナ

 幸

ユキ

 子

コ
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３ 伊達市子ども・子育て会議 

（１）伊達市子ども・子育て会議条例 

 

伊達市子ども・子育て会議条例 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１項の

規定に基づき、伊達市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 法第77条第１項各号に掲げる事務に関する事項 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた事項 

（組織） 

第３条 子ども・子育て会議は、委員10人以内で組織する。 

２ 委員は、法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関し識見を有する者その他市長

が必要と認めた者のうちから、市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 子ども・子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 

２ 会長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

４ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

５ 子ども・子育て会議は、必要があると認めたときは、会議に委員以外の関係者の出席を求

め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第７条 子ども・子育て会議の庶務は、健康福祉部において処理する。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、子ども・子育て会議の職務上知り得た個人情報等の秘密を漏らしてはならな
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い。その職を退いた後も同様とする。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会長

が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

（会議の招集の特例） 

２ この条例による最初の会議は、第６条第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（非常勤特別職職員の報酬に関する条例の一部改正） 

３ 非常勤特別職職員の報酬に関する条例（昭和48年条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

（次のよう略） 

附 則（平成28年３月16日条例第６号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。 

 

（２）委員名簿 

 推薦団体等 氏  名 備    考 

会 長 保育所（福祉関係） 
大

オオ

 越

コシ

 郁

イク

 夫

オ

 
伊達保育所長 

副会長 伊達商工会議所 
中

ナカ

 村

ムラ

 健

ケン

 蔵

ゾウ

 

伊達商工会議所事

務局長 

委 員 伊達市民生委員児童委員協議会 
鳴

ナル

 海

ミ

 摩

マ

里子

リ コ

 
主任児童委員 

〃 室蘭公共職業安定所 
冨

トミ

 田

タ

   稔

ミノル

 

室蘭公共職業安定

所伊達分室主任 

〃 幼稚園（教育関係） 
小

オ

 倉

グラ

   拓

タク

 
京王幼稚園理事長 

〃 伊達市校長会 
立

タチ

 花

バナ

 和

カズ

 実

ミ

 

伊達市校長会事務

局長 

〃 伊達市ＰＴＡ連合会 
池

イケ

 田

ダ

 茂

シゲ

 樹

キ

 

伊達市ＰＴＡ連合

会副会長 

〃 伊達肢体不自由児者父母の会 
星

ホシ

   香

カオ

 里

リ

 
 

〃 連合北海道伊達地区連合会 
佐

サ

 野

ノ

 真

シン

 三

ゾウ

 

連合北海道伊達地

区連合会長 

〃 公募（人材バンク） 
岩

イワ

 花

ハナ

 幸

ユキ

 子

コ
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４ 用語定義 

用  語 定          義 

子ども・子育て

関連３法 

①「子ども・子育て支援法」（以下、法という。） 

②「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の一部を改正する法律」（認定こども園法の一部改正） 

③「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴

う関係法律の整備等に関する法律」（関係法律の整備法：児童福祉法、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律ほかの一部改正） 

市町村子ども・

子育て支援事業

計画 

５年間の計画期間における幼児期の学校教育・保育・地域の子育て支援

についての需給計画をいい、新制度の実施主体として、特別区を含めた

全市町村が作成することになる。（法第61条） 

幼保連携型認定

こども園 

学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供する施設と

し、学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設であ

り、内閣府が所管する。設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉

法人に限られる（株式会社等の参入は不可）。（認定こども園法第 2 条） 

※ここで言う「学校教育」とは、現行の学校教育法に基づく小学校就学

前の満３歳以上の子どもを対象とする幼児期の学校教育を言い、「保育」

とは児童福祉法に基づく乳幼児を対象とした保育を言う。 

子ども・子育て

支援 

全ての子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保される

よう、国若しくは地方公共団体又は地域における子育ての支援を行う者

が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援（法第７条） 

教育・保育施設 「認定こども園法」第二条第六項に規定する認定こども園、学校教育法

第一条に規定する幼稚園及び児童福祉法第三十九条第一項に規定する

保育所をいう。（法第７条） 

施設型給付 認定こども園・幼稚園・保育所（教育・保育施設）を通じた共通の給付。

（法第11条） 

特定教育・保育

施設 

市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「教育・保育

施設」を言い、施設型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園は含

まれない。（法第27条） 

地域型保育事業 小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育を行う事業。

（法第７条） 

地域型保育給付 小規模保育や家庭的保育等（地域型保育事業）への給付。（法第11条） 

特定地域型保育

事業 

市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認す

る事業者が行う「地域型保育事業」を言う。（法第29、43条） 

小規模保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が６人以上 19人以

下で保育を行う事業。（法第７条） 

Ａ型 保育所分園、ミニ保育所に近い類型 

（定員）６～19人 
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（職員配置基準）保育所基準＋１名 

（資格）保育士 

Ｂ型 中間型 

（定員）６～19人 

（職員配置基準）保育所基準＋１名 

（資格）1/2以上保育士（保育士以外には研修実施） 

Ｃ型 家庭的保育（グループ型小規模保育）に近い類型 

（定員）６～10人 

（職員配置基準）０～２歳児 ３：１（補助者を置く場合５：２） 

（資格）家庭的保育者 

家庭的保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、利用定員が５人以下で、家庭

的保育者の居宅またはその他の場所で、家庭的保育者による保育を行う

事業。（法第７条） 

居宅訪問型保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、当該保育を必要とする乳児・

幼児の居宅において家庭的保育者による保育を行う事業。（法第７条） 

事業所内保育 主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設において、事

業所の従業員の子どものほか、地域の保育を必要とする子どもの保育を

行う事業。（法第７条） 

保育の必要性の

認定 

保護者の申請を受けた市町村が、国の策定する客観的基準に基づき、保

育の必要性を認定した上で給付を支給する仕組み。（法第19条） 

【参考】認定区分 

・１号認定子ども：満３歳以上の学校教育のみ（保育の必要性なし）の

就学前子ども 

・２号認定子ども：満３歳以上の保育の必要性の認定を受けた就学前子

ども（保育を必要とする子ども） 

・３号認定子ども：満３歳未満の保育の必要性の認定を受けた就学前子

ども（保育を必要とする子ども） 

「確認」制度 給付の実施主体である市町村が、認可を受けた教育・保育施設及び地域

型保育事業に対して、その申請に基づき、各施設・事業の類型に従い、

市町村事業計画に照らし、１号認定子ども、２号認定子ども、３号認定

子どもごとの利用定員を定めた上で給付の対象となることを確認する

制度。（法第31条） 

※ 認可については、教育・保育施設は都道府県、地域型保育事は市町村

が行う。 

地域子ども子育

て支援事業 

地域子育て支援拠点事業、一時預かり、乳児家庭全戸訪問事業、延長保

育事業、病児・病後児保育事業、放課後児童クラブ等の事業。（法第59条） 
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